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平成１８年３月期  決 算 短 信（非連結）  平成１８年５月１９日 

会 社 名  東京貴宝株式会社  上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号  ７５９７ 本社所在地都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http：//www.tokyokiho.com ）   
代 表 者  役 職 名  代表取締役社長  
  氏 名  中川 千秋  

問合わせ先  責任者役職名  執行役員経営統括副本部長  
  氏 名  染 未良生 ＴＥＬ（０３）３８３４－６２６１(代) 

決算取締役会開催日  平成１８年５月１９日 中間配当制度の有無 有 
配当支払開始予定日  平成１８年６月２９日 定時株主総会開催日 平成１８年６月２８日 
単元株制度の採用の有無 有(1 単元 1,000 株)  
 
１．１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
（１）経 営 成 績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円     ％ 百万円     ％  百万円     ％
１ ８ 年 ３ 月 期 13,180 (  △6.6) △146 ( △317.8) △171 (   －)
１ ７ 年 ３ 月 期 14,108 (  △3.2) 67 (  △64.8) 14 (  △91.0)
 
 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株 主 資 本 

当期純利益率 

総  資  本 
経常利益率 

売  上  高
経常利益率

  百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％
１ ８ 年 ３ 月 期 △394 (   －) △88 04 ――― △10.0 △1.6 △1.3
１ ７ 年 ３ 月 期 14 ( △63.5) 3 33 ――― 0.4 0.1 0.1

(注) 1.持分法投資損益 １８年３月期 － 百万円  １７年３月期 － 百万円  
 2.期中平均株式数 １８年３月期 4,475,977 株 １７年３月期 4,476,320 株
3.会計処理の方法の変更 有 ・ 無  
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配 当 状 況 

１株当たり年間配当金 
 

 中  間 期  末 

配当金総額
（年 間）

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円  ％ ％
１ ８ 年 ３ 月 期 10 00  5 00 5 00 44 △11.4  1.2
１ ７ 年 ３ 月 期 10 00  5 00 5 00 44 300.3  1.1

(注) 平成１８年３月期末配当金の内訳   普通配当 5 円 00 銭   
 
（３）財 政 状 態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  百万円 百万円  ％  円 銭 
１ ８ 年 ３ 月 期 10,623  3,741  35.2  836 08  
１ ７ 年 ３ 月 期 11,072  4,176  37.7  933 13  

(注) 1.期末発行済株式数 １８年３月期 4,475,270 株 １７年３月期 4,476,320 株  
 2.期末自己株式数 １８年３月期 3,290 株 １７年３月期 2,240 株  

 
（４）キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ･フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

  百万円 百万円  百万円 百万円 
１ ８ 年 ３ 月 期 △69  115  △109  610  
１ ７ 年 ３ 月 期 △1,014  105  770  673  
 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中   間 期     末  

  百万円  百万円  百万円  円 銭  円 銭  円 銭
中 間 期 6,591  44 24 5 00 ――― ――― 
通   期 12,612  101 55 ――― 5 00  10 00

  (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 12 円 38 銭 

＊ 業績予想に関する事項につきましては、「３．経営成績及び財政状態 (3)通期の見通し」をご参照下さい。
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１．企業集団の状況 

 当社の企業集団は、当社及び子会社２社で構成されており、事業内容は、指輪、ネックレス、ブレスレット、

ピアス・イアリング、アクセサリー等の製造及び販売を主に営んでおります。 

 当社及び関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

 

２．経 営 方 針 

(1) 会社の経営の基本方針 
ジュエリーを通じてお客様に“夢”と“感動”を・・・というスローガンのもとに、卸売業であります

が常に最終ユーザーの顧客満足度を重視するという経営方針であります。そのために、社員一人一人が

「お客様専属のジュエリーコーディネーター」「専属ジュエリーデザイナー」との認識をもち、単に物を

売るのではなく、お客様はじめ株主、経営者、従業員、得意先、仕入先、地域社会等の当社に関わるステ

ークホルダーすべてが“夢”と“感動”をもてるような企業活動を心がけて参ります。そのために、常に

オリジナリティを重視したオンリーワンの商品開発により、お取引先様、仕入先様との連携を深め、ジュ

エリーを通じて心豊な社会の発展に貢献したいと考えております。 
 
(2) 会社の利益配分に関する基本方針 
当社は株主に対する利益還元を最優先課題と認識しております。今後の経営環境および業績等を勘案し

つつ株主還元を重視し、継続的な安定配当を行うことを基本といたしております。適切な内部留保を確保

した上で、株主に対する積極的な利益還元に努めて参ります。 
 
(3) 投資単位の引き下げに関する考え方および方針等 
当社は、資本政策上における株主数の増加および株式の流動性向上を重要課題と考えております。 
投資単位の引き下げにつきましては、これらの課題解決の有効手段と認識しております。今後の株式市場

の動向および当社の株価の推移を勘案しつつ、継続的に検討を進めて参りたいと存じます。 
 
(4) 目標とする経営指標 
効率化を推進し収益力の強化を図って、経常利益１億円以上を確保することが目標であります。 

 
一     般     消     費     者 

当                      社 

商品販売 商品販売 

商品仕入 商品仕入 商品販売 
（貴金属製品販売） 

商品販売 
（貴金属製品販売） 

ジェイ・エム・シィ ㈱ 新 大 光 宝 石 ㈱ 

商品販売 得         意         先 

商品販売 
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(5) 中長期的な経営戦略 

当社は、量より質を重視する経営の効率化に取り組んでおります。すなわち、売上高の伸長よりも収

益力の向上を重点においた施策であります。そのために販売戦略の中核となる「展示会販売」において

は収益性を重視した取り組みを強化し、商品開発においても商品のクオリティを高め、当社の得意とす

る中高級品を引き続き拡充するとともにブランド化を推し進めていく所存であります。これはデザイナ

ーズジュエリーのみならず、プロパーと呼ばれている商品群についてもよりオリジナリティを重視した

商品造りに注力していく方針であります。さらに、在庫の効率的運用と商品の鮮度管理を強化する一方

で、経費についてもコスト管理を徹底的に推進していきます。 

 

(6) 会社の対処すべき課題 

当社は中長期の経営戦略に基づいて、催事販売の効率化の追求、魅力有る商品開発、新規得意先の開

拓等により収益力の向上に取り組んで参ります。また、コストや数量を厳正に見直した仕入、販売経費

の効率的な使い方、人材の適正配置、各種経費の圧縮等、聖域を設けず全般的な見直しを行ってまいり

ます。さらに、金利上昇の懸念もあるため借入金の圧縮にも努めて参ります。 

また、新事業年度におきましては、経営統括本部を新設して迅速な意思決定と機動性を強化することに

より、全般的な業務執行体制の効率化を図って参ります。さらに、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を自覚

し、コンプライアンスを徹底した行動に努めて参ります。 

 

(7) 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(8) 内部管理体制の整備・運用状況 

① 内部牽制組織、組織上の業務部門および管理部門の配置状況、社内規程の整備状況その他内部管理体

制の整備状況 

当社では、機動的かつ柔軟な組織体制を目指し、相互牽制の働く組織と業務執行体制の確立により

コーポレート・カバナンスの強化に取り組んでおります。内部管理体制につきましては、当社の諸業

務が法令及び社内規程に準拠して、合法かつ適正に行われているかについて、まず当該組織内におい

て十分なチェック体制を確立し、社長直轄の経営企画室および管理部において随時内部監査規程に基

づいた内部監査を実施し、結果については直ちに社長に報告され、各部門に対し改善点の指摘・勧告

を行うことにより、諸業務の改善や効率化を図るとともに、不正や誤謬の発見・防止に努めておりま

す。 

② 内部管理体制の充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社では、経営企画室、管理部を中心として監査役、監査法人とも連携して内部管理体制の充実

を図り、各種社内会議等を通じた指導・教育にコンプライアンス体制の強化を図って参りました。ま

た、平成17年４月より本格施行された個人情報保護法への対応として、関連規程の新設、従業員への

啓蒙活動を行っております。 

 

(9) その他、会社の経営上の重要な事項 

該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
(1) 経営成績 

当期におけるわが国経済は、輸出の増加による好調な企業業績や設備投資の増加に加え、個人消費の増

加や雇用状況の改善も見られ、ゆるやかながら景気回復が進み、デフレ脱却のきざしが見えております。 
しかし、宝飾業界におきましては､好調な企業も見られるものの他産業に比べると景気回復の足取りは

重く、厳しい状況は続いております。 
   このような情勢のもと､当社は､すべての商品群の見直しを図り、競争力のある商品開発により各商品の

オリジナリティを高め収益性を上げることに努めて来ました。営業面におきましては、新規取引先の開拓

に努めるとともに、当社の得意としている催事･展示会等のイベントを展開し、営業収益の増加に取り組

んで参りました。しかし、販売数量の減少と不良債権の発生等により業績は前期を大きく下回る結果とな

りました。 
その結果､売上高は13,180百万円(前期比6.6％減)､経常損失は171百万円（前期比1,240.3％減）当期

純損失は394百万円（前期比2,738.5％減）となり、減収減益となりました。 

なお、経常損失に対して当期純損失が大幅に悪化しているのは「固定資産の減損に係る会計基準」が適

用されたためで、減損損失162百万円を特別損失に計上しております。 

(2) 財政状態 

① 資産、負債及び資本の状況 

当事業年度の総資産は、前年同期と比べ 448 百万円減少し 10,623 百万円となりました。主な変動
は、商品の増加481百万円、売掛金の減少336百万円、現金及び預金の減少250百万円であります。 
また、負債合計は前年同期と比べ 13 百万円減少して 6,881 百万円となりました。主な変動は、短期
借入金の増加 560 百万円、支払手形の増加 416 百万円、一年以内償還予定社債及び社債の減少 522 百万
円、買掛金の減少394百万円であります。 

なお、株主資本は前年同期と比べ435百万円減少して3,741百万円となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という｡)は、前年同期と比べ63百万円減少し

610百万円(前期比9.4％減) となりました｡ 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当期において、営業活動の結果､資金は69百万円の減少(前年同期は1,014百万円の減少)となりました｡

主な減少要因は、たな卸資産の増加(481百万円)によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において、投資活動の結果、資金は115百万円の増加（前年同期は105百万円の増加）となりまし

た。主な増加要因は、定期預金の払い戻し(286百万円) によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において、財務活動の結果、資金は109百万円の減少（前年同期は770百万円の増加）となりまし

た。主な増加要因は､社債の償還(622百万円)によるものであります。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月

自己資本比率（％） 36.1％ 41.5％   37.7％   35.2％

時価ベースの自己資本比率(％) 20.4％ 26.5％ 27.5％ 20.5％

債務償還年数(年) 25.0年 48.4年 －年 －年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 3.0 1.1 － －

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 
 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ いずれの指標も単独ベースの財務数値により算出しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しており
ます。 
※ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。 
※ 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象と
しております。 
※ 利払いはキャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 
※ 平成17年3月および平成18年3月の債務償還年数、インタレスト・カバレッジ・レシオにつき
ましては、当社の営業キャッシュ・フローがマイナスである為、記載しておりません。  
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(3) 通期の見通し 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、引き続き好調に推移するものと思われますが、原油高や金

利上昇、円高による輸出減速懸念等もあり不透明な要素も出てまいりました。宝飾業界についてはさらに

不透明な状況であります。 

このような情勢から当社の経営環境も厳しいものが予想されますが、次期の業績予想としては、量より

質を求めて収益力を強化する経営方針により、売上高12,612百万円（4.3%減）経常利益101百円(前年同

期は171百万円の経常損失)当期純利益55百万円(前年同期は394百万円の当期純損失)となる見込みであ

ります。また次期株主配当金につきましては、中間配当を１株につき5円、年間配当を1株につき10円

を予定しております。 

 

(4) 事業等のリスク 

当社の経営成績、財務状況に影響を及ぼす可能性があるリスクには、以下のようなものがあります。 

なお、以下の項目には、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は中間決算短信提出日現在

において判断したものであります。 

① 当社がかかわる市場の急激な変動（経済動向） 

② 貴金属、宝石等の急激な価格変動 

③ 大規模催事等における事故、犯罪被害等による商品の滅失 

④ 偶発事象の結果（係争事件にかかわる賠償義務等） 
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４．財 務 諸 表 等 
 

財務諸表 

① 貸借対照表 
 

前事業年度 当事業年度 
                   

(平成 17 年 3月 31 日) (平成 18 年 3月 31 日) 
比較増減 

区分 
注記

番号 
金 額(千円) 

構成比

(％)
金 額(千円) 

構成比 

(％) 
金 額(千円)

( 資 産 の 部 )    

Ⅰ．流動資産     

 1．現金及び預金 ※１ 1,005,715 755,301 △ 250,413

 2．受取手形 ※２ 1,920,736 1,772,120 △ 148,616

 3．売掛金  2,075,048 1,739,034 △ 336,014

 4．商品  4,739,545 5,221,270 481,724

 5．前渡金  42,806 26,860 △ 15,945

 6. 前払費用  21,765 24,420 2,654

 7. 未収法人税等  8,826 239 △ 8,586

 8．繰延税金資産  87,837 105,040 17,203

 9．その他  111,309 61,958 △ 49,350

    貸倒引当金  △ 13,506 △ 39,612 △ 26,105

流動資産合計  10,000,084 90.3 9,666,634 91.0 △ 333,450

Ⅱ．固定資産   

 1．有形固定資産   

   (1)建物 ※１ 357,449 173,179  

減価償却累計額  225,173 132,276 108,719 64,460 △ 67,815

   (2)車両運搬具  49,189 46,333  

減価償却累計額  34,766 14,423 36,368 9,964 △ 4,459

   (3)器具及び備品  19,524 23,780  

減価償却累計額  15,359 4,164 16,509 7,271 3,106

   (4)土地 ※１ 370,076 283,328 △ 86,748

有形固定資産合計  520,941 4.7 365,024 3.4 △ 155,916

 2．無形固定資産   

   (1)電話加入権  1,719 1,719 －

   (2)ソフトウェア仮勘定  21,000 36,750 15,750

無形固定資産合計  22,719 0.2 38,469 0.4 15,750

 3．投資その他の資産   

   (1)投資有価証券 ※１ 78,921 95,569 16,648

   (2)関係会社株式  20,000 20,000 －

   (3)出資金  9,310 9,370 60

   (4)長期貸付金  5,813 7,234 1,421

   (5)従業員長期貸付金  17,487 8,193 △ 9,294

   (6)破産更生債権等  7,503 75,499 67,995

   (7)長期前払費用  3,300 541 △ 2,758

   (8)繰延税金資産  115,421 120,418 4,996

   (9)投資不動産 ※１ 190,633 250,741  

減価償却累計額  76,072 114,561 77,506 173,235 58,673

  (10)その他 ※７ 166,668 123,073 △ 43,595

      貸倒引当金  △10,459 △ 79,671 △ 69,212

投資その他の資産合計  528,529 4.8 553,464 5.2 24,935

固定資産合計  1,072,190 9.7 956,959 9.0 △ 115,231

資産合計  11,072,275 100.0 10,623,593 100.0 △ 448,681
  

 



－ ７ － 

 

 

 

前事業年度 当事業年度 
                   

(平成 17 年 3月 31 日) (平成 18 年 3月 31 日) 
比較増減 

区分 
注記

番号 
金 額(千円) 

構成比

(％)
金 額(千円) 

構成比 

(％) 
金 額(千円)

（ 負 債 の 部 ）   

Ⅰ．流動負債   

 1．支払手形  － 416,558 416,558

 2．買掛金  1,074,893 680,385 △ 394,507

 3．１年以内償還予定社債 ※１ 348,000 68,000 △ 280,000

 4．短期借入金 
※１ 

※６ 
4,229,500 4,790,000 560,500

 5. 1 年以内返済予定長期借入金 ※１ 120,000 20,000 △ 100,000

 6．未払金  105,707 114,233 8,525

 7．未払費用  66,952 62,118 △ 4,833

 8．未払法人税等  4,880 5,669 789

 9．未払消費税等  17,120 15,081 △ 2,038

10．前受金  269 639 369

11．預り金  28,833 19,306 △ 9,526

12．前受収益  2,576 4,851 2,274

13．返品調整引当金  11,420 7,577 △ 3,843

14．その他 ※７ － 6,866 6,866

      流動負債合計  6,010,155 54.3 6,211,289 58.5 201,133

Ⅱ．固定負債   

 1．社債 ※１ 486,000 244,000 △ 242,000

 2．長期借入金 ※１ 40,000 39,500 △ 500

 3．退職給付引当金  85,436 73,524 △ 11,912

 4．役員退職慰労引当金  222,480 244,184 21,703

 5．預り保証金  51,209 68,235 17,025

 6．その他  － 1,145 1,145

     固定負債合計  885,126 8.0 670,588 6.3 △ 214,537

      負債合計  6,895,281 62.3 6,881,877 64.8 △ 13,403

   

（ 資 本 の 部 ）   

Ⅰ．資本金 ※３ 636,606 5.7 636,606 6.0 －

Ⅱ．資本剰余金   

資本準備金  504,033 504,033 －

資本剰余金合計  504,033 4.5 504,033 4.7 －

Ⅲ．利益剰余金   

 1．利益準備金  83,280 83,280 －

 2．任意積立金   

別途積立金  2,800,000 2,800,000 2,800,000 2,800,000 －

 3．当期未処分利益 

又は当期未処理損失(△） 
 145,669 △ 293,162 △ 438,832

      利益剰余金合計  3,028,950 27.4 2,590,117 24.4 △ 438,832

Ⅳ．その他有価証券評価差額金  8,652 0.1 12,837 0.1 4,184

Ⅴ．自己株式 ※４ △ 1,248 △ 0.0 △ 1,878 △ 0.0 △ 629

     資本合計  4,176,993 37.7 3,741,715 35.2 △ 435,277

      負債資本合計  11,072,275 100.0 10,623,593 100.0 △ 448,681
  

 



 

－ ８ － 

 

 

② 損益計算書 
 

前事業年度 当事業年度 

                   ( 自 平成 16 年 4月 １日

至 平成 17 年 3月 31 日 ) 

( 自 平成 17 年 4月 １日 

至 平成 18 年 3月 31 日 ) 

比較増減 

区分 
注記

番号 
金 額(千円) 

百分比

(％)
金 額(千円) 

百分比 

(％) 
金 額(千円)

Ⅰ．売上高  14,108,775 100.0 13,180,885 100.0 △ 927,890

Ⅱ．売上原価   

1.商品期首棚卸高  3,975,292 4,739,545  

2.当期商品仕入高  11,501,291 10,611,101  

   合計  15,476,583 15,350,647  

3.他勘定振替高 ※１ 4,524 77,772  

4. 商品期末棚卸高  4,739,545 10,732,513 76.1 5,221,270 10,051,604 76.3 △ 680,908

売上総利益  3,376,262 23.9 3,129,280 23.7 △ 246,981

5.返品調整引当金戻入額  12,726 0.1 11,420 0.1

6.返品調整引当金繰入額  11,420 0.1 7,577 0.0

差引売上総利益  3,377,568 23.9 3,133,123 23.8 △ 244,444

Ⅲ．販売費及び一般管理費   

  1．販売促進費 ※１ 1,211,010 1,107,820  

  2．旅費交通費  411,571 375,847  

  3．役員報酬  84,600 81,600  

  4．従業員給料  787,347 746,433  

  5．従業員賞与  97,300 120,456  

  6．法定福利費  115,232 121,524  

  7．退職給付費用  29,375 49,539  

  8．役員退職慰労引当金繰入額  15,627 21,703  

  9．事業税等  7,694 6,688  

 10．減価償却費  15,767 16,703  

 11．貸倒引当金繰入額  － 101,454  

 12．その他 ※１ 534,707 3,310,234 23.4 529,998 3,279,772 24.9 △ 30,461

営業利益 
又は営業損失(△)  67,334 0.5 △ 146,648 △ 1.1 △ 213,983

Ⅳ．営業外収益   

  1．受取利息  1,170 5,524  

  2．受取配当金  1,130 1,204  

  3．不動産賃貸収入  42,269 12,589  

  4．為替差益  5,729 56,271  

  5．その他  20,344 70,643 0.5 21,020 96,610 0.7 25,967
  

 



 

－ ９ － 

 

 

 

前事業年度 当事業年度 

                   (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記

番号 
金 額(千円) 

百分比

(％)
金 額(千円) 

百分比 

(％) 
金 額(千円)

Ⅴ．営業外費用   

  1．支払利息  55,001 57,432  

  2．社債利息  10,843 10,390  

  3．ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ設定手数料  26,621 25,514  

  4．社債発行費  2,150 2,150  

  5．不動産賃貸原価  5,420 4,197  

  6．手形売却損  350 682  

  7．貸倒損失  3,953 8  

  8．貸倒引当金繰入額  － 1,000  

  9．その他 ※１ 18,640 122,980 0.9 19,594 120,969 0.9 △ 2,010

経常利益 
又は経常損失(△) 

 14,997 0.1 △ 171,007 △ 1.3 △ 186,005

Ⅵ．特別利益   

  1．投資不動産売却益  81,498 －  

  2．貸倒引当金戻入益  21,402 －  

  3．保証債務戻入益  6,108 －  

  4．保険解約益  － 4,036  

  5．関係会社清算益  10,598 119,607 0.9 － 4,036 0.0 △ 115,571

Ⅶ．特別損失   

  1．会員権売却損 ※２ 13,025 －  

  2．固定資産除却損 ※３ 319 6,417  

  3．固定資産売却損  － 180  

  4．投資有価証券評価損  4,999 －  

  5．過年度役員退職引当金繰入額  27,181 －  

  6．役員退職慰労金  6,405 －  

  7．保険解約損  3,167 －  

  8．商品処分損 ※１ － 8,053  

  9．商品評価損 ※１ － 68,201  

 10．減損損失 ※４ － 55,099 0.4 162,774 245,627 1.8 190,528

税引前当期純利益 
又は税引前当期純損失(△）

 79,505 0.6 △ 412,599 △ 3.1 △ 492,105

法人税、住民税及び事業税  48,618 4,673  

過年度法人税等  － 1,915  

法人税等調整額  15,952 64,570 0.5 △ 25,117 △ 18,529 △ 0.1 △ 83,099

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

 14,935 0.1 △ 394,070 △ 3.0 △ 409,006

前期繰越利益  153,115 123,287 △ 29,827

中間配当額  22,381 22,380 △ 1

当期未処分利益 
又は当期未処理損失(△） 

 145,669 △ 293,162 △ 438,832

  
 



－ １０ － 

 

 

③ キャッシュ･フロー計算書 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月 １日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月 １日 
至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記
番号

金 額(千円) 金 額(千円) 金 額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

1. 税引前当期純利益  79,505 △ 412,599 △ 492,105 

2. 減価償却費  19,210 22,672 3,461 

3. 投資有価証券評価損  4,999 － △ 4,999 

4. 関係会社清算益  △ 10,598 － 10,598 

5. 減損損失  － 162,774 162,774 

6. 貸倒引当金の増加額（△減少額）  △ 47,512 95,318 142,830 

 7. 退職給付引当金の増加額（△減少額）  8,371 △ 11,912 △ 20,284 

8. 役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）  40,780 21,703 △ 19,076 

 9. 受取利息及び配当金  △ 2,300 △ 6,728 △ 4,428 

10. 支払利息  65,845 67,822 1,976 

11. 投資不動産売却益  △ 81,498 － 81,498 

12. 売上債権の減少額（△増加額）  △ 305,956 409,130 715,087 

13. たな卸資産の減少額（△増加額）  △ 764,253 △ 481,724 282,529 

14. 仕入債務の増加額（△減少額）  182,686 22,050 △ 160,636 

15. 未払金の増加額（△減少額）  2,172 8,552 6,379 

16. 未払消費税の増加額（△減少額）  △ 15,564 △ 2,038 13,525 

17. 未払費用の増加額（△減少額）  △ 1,419 △ 725 694 

18. 預り金の増加額（△減少額）  7,548 △ 9,526 △ 17,075 

19. その他  △ 26,565 106,361 132,926 

 小  計  △ 844,546 △ 8,869 835,676 

20. 利息及び配当金の受領額  2,211 6,840 4,628 

21. 利息の支払額  △ 60,217 △ 74,255 △ 14,037 

22. 法人税等の支払額  △ 112,030 △ 6,930 105,100 

23. 法人税等の還付額  － 14,063 14,063 

営業活動によるキャッシュ・フロ－  △ 1,014,582 △ 69,150 945,431 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－     

 1. 定期預金の預入による支出  △ 128,082 △ 48,000 80,082 

 2. 定期預金の払戻による収入  147,145 286,080 138,935 

 3. 有形固定資産の取得等による支出  △ 7,396 △ 30,086 △ 22,690 

4. 有形固定資産の売却等による収入  － 100 100 

5. 無形固定資産の取得等による支出  △ 21,000 △ 15,750 5,250 

6. 投資有価証券の取得等による支出  △ 15,550 △ 9,546 6,003 

7. 投資不動産の売却等による収入  110,838 － △ 110,838 

8. 関係会社の清算による収入  36,191 － △ 36,191 

 9. 貸付による支出  △ 17,913 △ 564,670 △ 546,757 

10. 貸付金の回収による収入  682 567,798 567,116 

11. その他    871 △ 70,240 △ 71,111 

投資活動によるキャッシュ・フロ－  105,786 115,685 9,898 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－     

 1. 短期借入れによる収入  4,229,500 4,790,000 560,500 

 2. 短期借入金の返済による支出  △ 3,658,111 △ 4,210,000 △ 551,888 

3. 長期借入金の返済による支出  △ 20,000 △ 120,000 △ 100,000 

4. 社債の発行による収入  391,850 97,850 △ 294,000 

5. 社債償還による支出  △ 128,000 △ 622,000 △ 494,000 

6. 自己株式の取得による支出  － △ 629 △ 629 

7. 配当金の支払額  △ 44,580 △ 44,788 △ 207 

財務活動によるキャッシュ・フロ－  770,658 △ 109,568 △ 880,226 
     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △ 138,137 △ 63,033  75,104 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  812,072 673,934 △ 138,137 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  673,934 610,901 △ 63,033 
 


